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てこれまでしばしば参照されてきた Oxford English Dictionary1は，「補助金」
（subsidy）を「産業またはビジネスが，財またはサービスの価格を低く抑え
るのを支援するために公的資金から交付される金銭」（a sum of money granted 




































定（General Agreement on Tariffs and Trade: GATT）第16条に規定する「所得又
は価格の支持」（第 ₁条 ₁項（a）（2））があり，かつ（3）上記の（1）または



















































れ以外の途上国については WTO 協定発効の日から ₈年間（2002年末まで）は，
第 ₃条 ₁項（a）は適用されない（第27条 ₂ 項（b））。輸出補助金については，
補助金協定第27条 ₄ 項で，猶予期間満了日の ₁年前までに途上国は補助金・
相殺措置委員会と協議し，委員会の決定がある場合には適用除外期間の延長
を認める旨定めている。この規定に基づき，申請された輸出補助金延長につ




上国に対しては WTO 協定の効力発生の日から ₅年間（1999年末まで）適用
せず，後発開発途上国に対しては ₈年間（2002年末まで）適用しないと定め
ていた（第27条 ₃ 項）。すでにその猶予期間は終了している。なお，WTO 協
定署名前に有していた補助金については，先進国，途上国の区別なく，補助
216










































































































を考える際，その一般的論点の一つは，GATT 以外の WTO 法に違反する措






WTO 加盟議定書第 ₅条 ₁項の違反に GATT 第20条が適用可能であるかが一

















































































業管理制度の設置（第 ₅条）と，世界食糧農業機関（Food and Agriculture Or-
ganization: FAO）のもとで制度についてピアレビューを受けることを条件と
しており，それにより，補助金に関する規律の環境保全効果を確保しようと
















































ここ ₂～ ₃年の間に，WTO 紛争解決機関への申立がつづいている。2010年
10月15日，アメリカ合衆国通商代表部（Office of the United States Trade Repre-




























州の FIT については，EU も同年 ₈月11日に申立を行った。他方で，同年
7月 ₂日には，米国の再生可能エネルギー開発会社 Mesa Power が，この
FIT が北米自由貿易協定（North American Free Trade Agreement: NAFTA）に違
反しているとして，正式の申立に先立ってなされる意図通告を行った。さ
らに，2012年11月 ₅ 日には，中国が EU と EU の構成国（ギリシャとスペイ
ン）の再生可能エネルギー促進策が WTO 法違反であるとの申立を行い，
2013年 ₂ 月 ₆ 日には，米国がインドの太陽光促進策のもとでのローカルコン
テンツ要件が WTO 法違反であるとの申立を行った。
　こうした WTO 申立事案のうち，オンタリオ州の FIT をめぐる申立につい
ては，2012年12月19日にパネルが報告を出した。このパネル報告は，2013年
₂ 月 ₅ 日，上級委員会に上訴されており，それゆえ，このパネル報告は上級
委員会により見直される可能性がある暫定的なものである。パネル報告では，
第一に，このオンタリオ州で現地生産される設備を購入する発電者に買取価
格の優遇を定める措置が，国内措置の内国民待遇を定める GATT 第 ₃条 ₄
項と，GATT 第 ₃条に適合しない貿易関連投資措置について定める貿易関連







理由に補助金に該当するとしている（WTO, Panel 2012）。FIT による価格づけ
そのものが，また，FIT における価格設定いかんで補助金協定上の「補助金」
























































協定第 ₉条 ₁項（c）の「支払」（payment）の用語の解釈に当たって，Oxford 






















無償で割り当てることを定めている。（Article 10b of Directive 2009/29/EC of 
the European Parliament and of the Council of 23 April 2009 amending Directive 
2003/87/EC so as to improve and extend the greenhouse gas emission allowance 
trading scheme of the Community）。
⑼　‘Rio+20: Reflections on the way forward for sustainable business’, The 












⑿　China—Measures Affecting Trading Rights and Distribution Services for Certain 
Publications and Audiovisual Entertainment Products, Report of Appellate Body, 






⒁　Negotiating Group on Rules, Draft Consolidated Chair Texts of the AD and SCM 




⒃　United Steelworkers（USW）2010年 ₉ 月 ₉ 日請願。請願の概要は以下参照
（http://assets.usw.org/releases/misc/section-301.pdf）。
⒄　USTR 2010年10月15日 付 プ レ ス リ リ ー ス（http://www.ustr.gov/about-us/
press-office/press-releases/2010/october/united-states-launches-section-301-
investigation-c）。
⒅　China—Measures concerning wind power equipment, DS419（http://www.wto.
org/english/tratop_e/dispu_e/cases_e/ds419_e.htm）。2011年 ₁ 月12日 に EU が，
同年 ₁月17日に日本が協議に加わることを要請した。
⒆　USTR 2011年 ₆ 月 7 日 付 プ レ ス リ リ ー ス（http://www.ustr.gov/about-us/ 
press-office/press-releases/2011/june/china-ends-wind-power-equipment-
subsidies-challenged）。
⒇　USTR 2010年12月22日 付 プ レ ス リ リ ー ス（http://www.ustr.gov/about-us/
press-office/press-releases/2010/december/united-states-requests-wto-dispute-
settlement-con）。
　Canada—Certain Measures Affecting the Renewable Energy Generation Sector, 
DS412（http://www.wto.org/english/tratop_e/dispu_e/cases_e/ds412_e.htm）。
2010年 ₉ 月24日に米国が，同年 ₉月27日に EU が，協議に加わることを要請
し，カナダが要請を受諾した。
　Canada—Measures Relating to the Feed-in Tariff Program, DS426。
　http://www.mesapowergroup.com/index.php/news 参照。
　European Union and Certain Member States—Certain Measures Affecting the 
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Renewable Energy Generation Sector, DS452。
　India—Certain Measures Relating to Solar Cells and Solar Modules, DS456。
　本稿脱稿後の2013年 ₅ 月 ₆ 日，上級委員会が判断を示した。パネル同様，




　「Sustainable Energy for All」は，国連事務総長の主導で，2030年までに持
続可能なエネルギーをすべての人に保証することをめざす取り組みである。
（http://www.sustainableenergyforall.org）。
　Free Trade Agreement between the European Union and its Member States, of 
the one part, and the Republic of Korea, of the other part, OJ L 127/6, 14.5. 2011。
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